
 

 

 

 

 

 

 

 

徳島市デジタル・トランスフォーメーション

（ＤＸ）推進計画 

 ～ 誰一人取り残さない、安全・安心で利便性の高いデジタル社会の実現 ～ 

 

 

取組実績（令和４年度） 
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「徳島市デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推進計画」 

の取組実績（令和４年度）について 

 

 

   令和４年度から令和７年度までの４年間を計画期間とする、「徳島市デジタ

ル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推進計画」では、具体的な 37の取組項

目について、着実な取組みを推進していくために、ＰＤＣＡサイクルを実施し、

効果的・効率的な進行管理を実施しているところである。 

   そして、計画期間初年度となる令和４年度の取組実績について、目標や計画の

とおり達成できたか等、取組項目ごとに振り返りと自己評価を実施した結果は、

次のとおりであった。 

    

  １ 自己評価結果 

    令和４年度における、37の取組項目の目標や計画に対する取組実績について、

「Ｓ」～「Ｃ」の４段階で自己評価を行った結果は、次のとおりであった。 

自己評価 
取組 

項目数 
割合 

Ｓ 目標や計画を上回る達成状況であった。 3 8％ 

Ａ 目標や計画どおりの達成状況であった。 23 62％ 

Ｂ 目標や計画を下回る達成状況であった。 11 30％ 

Ｃ 目標や計画を大幅に下回る達成状況であった（又は未実施）。 0 0％ 

合計 37 100％ 

            ※取組項目別の自己評価については、次頁の一覧表を参照。 

 

２ 総括 

全 37の取組項目中、合わせて 7割に当たる 26の取組項目が、「目標や計画

を上回る達成状況（Ｓ評価）」又は「目標や計画どおりの達成状況（Ａ評価）」

という結果であり、これらについては、次年度以降も引き続き着実な取組みを 

行うとともに、更なる拡充も視野に入れて取り組んでいく。 

残りの 3割に当たる 11の取組項目については、「目標や計画を下回る達成状

況（Ｂ評価）」といった結果であったため、担当部署と連携を図りながら、課

題や問題点を洗い出し、改善策を講じていく。 



取組内容

目標

＜取組内容＞
・オープンデータを充実する
ため、行政情報の公開に対す
る職員の意識啓発を図る。
・市民や企業・大学等と協働
し、オープンデータの利用を
推進する。

＜目標＞
・本市が保有する情報を広く
公開することで行政の透明性
の確保を図る。
・オープンデータを活用する
ことにより地域課題の解決に
つなげる。
【公開データセット数：190】

＜取組内容＞
⑴　現在運用している統合型
　ＧＩＳ及び個別ＧＩＳにつ
　いて、各システムの統合や
　連携等による効率的な運用
　や次期システムへの移行の
　調査・研究を行う。
⑵　ＧＩＳを活用した、空家
　等対策を推進する。

＜目標＞
　地図の共有化による重複投
資の軽減や業務の効率化を図
る。

＜取組内容＞
⑴　携帯キャリア（携帯電話
　サービスを提供する通信事
　業者）等が実施する、国事
　業のデジタル活用支援講習
　会等の開催を周知・広報す
　る。
⑵　国や県と連携して、高齢
　者等向けにスマートフォン
　の基本的な利用方法やスマ
　ートフォンによる行政手続
　等に関する講習会を開催す
　る。
⑶　ＡＲ・ＶＲ等の先端技術
　を活用したセミナーや、社
　会人等向けのプログラミン
　グ講座を開催する。

＜目標＞
　全ての市民が、年齢、障害
の有無、性別、国籍、経済的
な理由等にかかわらず、誰も
取り残さない形で、デジタル
化の恩恵を受けることができ
るようにする。
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取組方針１「地域課題の解決と新たな価値の創造」

オープン
データの
推進

Ｂ デジタル推進課

ＧＩＳ
（地理情
報システ
ム）の効
率的運用

Ａ
デジタル推進課、
住宅課

次の取組を実施した。
①徳島県オープンデータカタログ
　サイトへの移行調査
②グループウェアを活用し、各課
　にオープンデータカタログサイ
　トへの登録を依頼
③県との情報交換及び他都市事例
　の調査・研究
【公開データセット数：81】

　県のカタログサイト
へ移行する場合、現行
の運用方法が変更にな
るため、職員向けの周
知が必要になる。

⑴　関係課に次期システムの紹介
　及び操作説明を行ったほか、こ
　れまでＧＩＳシステムを導入し
　ていなかった課に試用環境を提
　供したことで、より多くの業務
　でＧＩＳを活用できるように
　なった。
　（デジタル推進課）
⑵　市民等から寄せられた空き家
　に関する情報を基に、現地調査
　を行い調査結果や現場写真をＧ
　ＩＳに登録し情報の一元管理を
　行い、空き家所有者への通知、
　指導等に活用した。
　（住宅課）

⑴　次期ＧＩＳシステ
　ムへ移行するために
　は各課で必要なシス
　テム要件を調査し、
　次期ＧＩＳシステム
　が機能面で問題がな
　いことを検証する必
　要がある。しかし、
　現ＧＩＳシステムの
　委託事業者による次
　期ＧＩＳシステムが
　完成していないた
　め、完全移行の実施
　時期が未定である。
　（デジタル推進課）
⑵　空き家に関する相
　談件数は年々増加
　し、相談内容も多岐
　にわたっており、所
　有者の特定から、指
　導通知の送付、改善
　に至るまでの事務に
　も時間がかかり、そ
　の過程をＧＩＳに反
　映させるためには、
　相当の期間と手間を
　要する。
　（住宅課）

「徳島市ＤＸ推進計画」の取組実績一覧（令和４年度）

No 取組項目 取組実績 担当課
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デジタル
デバイド
（情報格
差）への
対策

Ａ

⑴　携帯キャリア等が実施する、
　国事業のデジタル活用支援講習
　会等の開催について、市ホーム
　ページで周知・広報を行った。
⑵　高齢者等向けのスマートフォ
　ン講習会の開催に向け、国の動
　向や他自治体の取組について、
　情報収集を行った。
⑶　ＡＲ・ＶＲ等の先端技術につ
　いて、情報収集を行った。

　高齢者等向けのス
マートフォン講習会の
開催に向け、国の動向
や他自治体の取組につ
いて、引き続き情報収
集を行う。
　デジタルデバイドの
解消に向け、関係各課
と情報交換を行ってい
く必要がある。

デジタル推進課

1

自己
評価

改善・拡充策、
課題等

1



取組内容

目標
No 取組項目 取組実績 担当課

自己
評価

改善・拡充策、
課題等

＜取組内容＞
　認知症高齢者を発見した人
が、衣服等に貼られたＱＲ
コード印字シールをスマート
フォン等で読み取ることによ
り、家族等に居場所などを知
らせるメールを送信できる、
認知症高齢者見守りネット
ワークシステムを運用する。

＜目標＞
・認知症高齢者の見守りを可
能にする。
・認知症高齢者に対する接し
方を周知する。
・本人、家族、発見者、関係
者等の負担軽減を図る。

＜取組内容＞
　鳥獣被害対策のために、遠
隔通信機器を用いたわなの仕
掛け作動を通知する鳥獣捕獲
システムを導入する。

＜目標＞
・効率的な捕獲を図り、鳥獣
被害の減少を目指す。
・捕獲員の見回りの際に仕掛
け作動ポイントを中心に見回
り予定を立てやすくし、人的
負担の軽減を図る。
・わな設置位置、作動状況が
記録されることでわな設置の
判断材料を得る。

＜取組内容＞
　長期的な避難所開設時の防
災拠点（学校やコミュニティ
センター等）においてＷｉ－
Ｆｉが利用できる環境にす
る。

＜目標＞
　災害時の情報収集・伝達手
段を確保するため、中心とな
る拠点施設においてＷｉ－Ｆ
ｉ環境の整備を図るとともに
災害時協定などの活用に努め
る。
【防災拠点へのＷｉ－Ｆｉ環
境整備箇所数：27基】

防災拠点
での情報
収集・伝
達手段の
確保
（Ｗｉ－
Ｆｉ環境
の整備）

　避難所開設時の防災拠点となる
コミュニティセンター等（27箇
所）に設置可能な数量（27基）の
従量制モバイルＷｉ－Ｆｉルー
ターの導入を行い、低コストでＷ
ｉ－Ｆｉ環境が整備できた。
　導入後の利用方法について、備
蓄場所のセキュリティ上の観点か
ら、危機管理課にて一括管理する
方式とし、災害時には、必要な避
難所に集中してルーターを配置す
る等、より機動的・効率的な運用
を行うこととした。
（危機管理課）
【防災拠点へのＷｉ－Ｆｉ環境整
備箇所数：27基】

Ａ

　学校施設の既存の無
線ＬＡＮ設備を活用す
る場合、施設・設備の
セキュリティ等に関す
る問題について、解決
に向けた活用方法の調
査・研究が必要であ
る。
（危機管理課）

危機管理課、
市民協働課、
教育委員会

　「シールを貼ること
に抵抗がある」「家族
が認知症と知られたく
ない」などの理由で登
録を見送っている事例
もあると考えられる。
　以前よりは、徐々に
ではあるが少しは認知
症の理解が得られてい
ると考えるが、「あん
しんシール」の利用者
は依然として少ない現
状があるため、利用者
増加につなげていく必
要がある。
　今後も市民や関係者
に対して「認知症は誰
でもなる可能性がある
こと」「認知症になっ
ても住みやすいまちづ
くりが必要」等の意識
啓発に努めていく必要
がある。

Ａ 健康長寿課

遠隔通信
機器を利
用した鳥
獣被害対
策の推進

　アニマルセンサー（わな仕掛け
作動センサー）の使用実証を行
い、捕獲従事者の意見を集約し
た。
　今後の有害鳥獣捕獲活動を効率
的に行うため、十分な効果が期待
できる体制づくりに向けた通信機
器の活用方法等の検証を行った。

Ｂ

　通信機器を活用した
捕獲活動支援について
は、実際の現場で使用
する捕獲従事者の意見
を重要視する必要があ
るため、機器の使用感
等については、十分な
実証が必要である。特
に、経験の長いハン
ターは自身の感覚によ
るところが大きく、新
規導入した機器への信
頼感が得られにくいこ
とも多いため、効果を
示しつつハンターにも
なじむものを選定する
必要がある。

農林水産課5

6

4

認知症高
齢者見守
りネット
ワークシ
ステムの
運用

　次の取組を実施し、普及啓発に
努めた。
①高齢者のための便利帳「あんし
　ん」に掲載及び設置依頼
②認知症ガイドブックに掲載及び
　設置依頼
③認知症サポーター養成講座での
　周知
④認知症普及啓発事業として「認
　知症普及啓発イベント」をふれ
　あい健康館にて開催
⑤佐古地区民生委員・児童委員定
　例会でシステム説明、協力依頼

2



取組内容

目標
No 取組項目 取組実績 担当課

自己
評価

改善・拡充策、
課題等

＜取組内容＞
　ドローンやスマートフォン
を活用し、消防隊が警防本部
等へ災害現場の状況をリアル
タイムで送信し、共有した情
報を基に迅速に対応するため
の災害時オペレーションシス
テムを継続して運用する。

＜目標＞
　迅速かつ的確な活動方針の
決定及び避難指示等の早期判
断の指針とするための情報を
映像でリアルタイムに共有
し、円滑な災害対応及び市民
の安全確保を行う。
【災害時に活用した実績率：
80％】

＜取組内容＞
　「ＧＩＧＡスクール構想」
のもと、児童生徒が快適に学
べる教育環境の実現を目指
し、ＩＣＴ環境を活用した学
習環境の整備を進める。

＜目標＞
　ＩＣＴを活用したよく分か
る授業を実現するとともに、
子どもたちの個別最適な学び
を保証する。
【小学校の電子黒板の更新
率：100％】
【中学校の天井吊りプロジェ
クター、電子黒板の整備率：
25％】
【「国語算数(数学)の授業が
よく分かる」と感じる児童生
徒の割合：81％】
【教員のＩＣＴ活用指導力の
達成率：95％】

＜取組内容＞
⑴　ホームページでの情報提
　供を充実させる。
⑵　ＳＮＳを活用して市政情
　報や災害・緊急情報の発信
　を行う。

＜目標＞
・市政に対する市民の関心を
高める。
・市政情報をより多くの人に
分かりやすく伝える。
・災害・緊急情報を迅速に発
信する。
・時間・場所を問わず、手軽
に市政情報が得られるように
する。
【ＳＮＳの登録者数：23,000
人】

ホーム
ページ及
びＳＮＳ
を活用し
た広報の
充実

⑴　次の取組によりホームページ
　での情報提供の充実を図った。
　①広報広聴課で発見したホーム
　　ページの不備を随時、担当課
　　に修正を依頼
　②台風接近等に関する情報の掲
　　載を依頼
　③広報主任会議においてウェブ
　　アクセシビリティの確保につ
　　いて依頼
⑵　ＳＮＳを活用した次の取組を
　実施した。
　①Twitter、Facebook、ＬＩＮ
　　Ｅに市政情報を定期的に投稿
　②新型コロナウイルス感染症に
　　関する情報を発信
　③市長記者会見の動画等をSNS
　　に直接埋め込み
　④市長記者会見ユーチューブ動
　　画に手話・字幕を追加
　⑤台風接近に関する情報をＬＩ
　　ＮＥで発信
【ＳＮＳの登録者数：26,150人】

Ａ

　ＬＩＮＥのＡＰＩ連
携による機能拡張（セ
グメント配信、チャッ
トボット、通報制度な
ど）について、組織横
断的な検討が進んでい
ないため、令和５年度
には各課と連携しなが
ら実施する。

広報広聴課

小中学校
における
ＩＣＴ環
境の整備

・小学校の各教室へ大型提示装置
を令和３年度に整備し、低学年か
ら高学年まで授業で活用すること
ができた。
・中学校の各教室（３年生と１特
別教室）へ大型提示装置を整備
し、ＧＩＧＡ端末と組み合わせた
授業を行うことができた。
・小中学校へＩＣＴ支援員を配置
し、授業におけるＩＣＴの活用促
進を図ることができた。
・教員へのＩＣＴ活用指導力向上
研修をオンラインで実施し、教員
のＩＣＴ活用指導力の向上につな
げることができた。
【小学校の電子黒板の更新率：
100％】
【中学校の天井吊りプロジェク
ター、電子黒板の整備率：26％】
【「国語算数(数学)の授業がよく
分かる」と感じる児童生徒の割
合：84％】
【教員のＩＣＴ活用指導力の達成
率：86％】

Ｂ

・教員のＩＣＴ活用指
導力の向上に向けた活
用研修を引き続き実施
し、目標設定の見直し
を行う。
・中学校の大型提示装
置を他学年にも整備し
ていく。
・ＩＣＴ支援員の来校
回数の増加を検討す
る。
・天井吊りプロジェク
タの整備と校舎長寿命
化工事の調整が必要。

教育研究所

災害時オ
ペレー
ションシ
ステムの
整備

　計画的なドローン操作員の養成
訓練に加え、災害現場・訓練にお
ける検証等を実施することで、職
員間での情報共有を図るととも
に、保守点検による維持管理に努
め、災害時オペレーションシステ
ムを効果的に運用した。
【災害時に活用した実績率：
100％】

Ａ

　ドローン操作員を養
成するため、専門的知
識及び技術を有する外
部機関へ職員を定期的
に派遣する必要があ
る。
　また、ドローンの運
用に関連する航空法の
改正等の情報収集に努
めるとともに、申請手
続・マニュアル変更等
を適正に行い、法令等
を遵守していく必要が
ある。

消防局警防課

9

取組方針２「行政サービスの更なる拡充による市民の利便性の向上」

8

7

3



取組内容

目標
No 取組項目 取組実績 担当課

自己
評価

改善・拡充策、
課題等

＜取組内容＞
　国際交流員（ＣＩＲ）が、
徳島市公式ＳＮＳを活用し
て、本市の生活情報やイベン
トに関する情報を外国語で国
内外に向けて発信する。

＜目標＞
・在住外国人に対して、生活
情報やイベントに関する情報
を効果的に伝える。
・本市の魅力を広く国内外に
向けて発信する。
【徳島市公式ＳＮＳへの投稿
件数：３件／週】

＜取組内容＞
⑴　ＬＩＮＥの活用が期待で
　きると考えられる行政サー
　ビスについて、先進自治体
　等の活用事例の調査・研究
　を進めながら、ＬＩＮＥの
　活用に取り組む。
⑵　ＬＩＮＥのオプション機
　能を利用して、利用者の年
　齢、性別、居住地等の特性
　に応じた情報配信につい
　て、調査・研究を行う。

＜目標＞
⑴　市民にとって利便性の高
　い行政サービスや職員の業
　務効率化の実現を図る。
⑵　ターゲットを絞った効率
　的な情報発信を行う。
【ＬＩＮＥお友だち数：
17,500人】

ＳＮＳを
活用した
外国語で
の情報発
信

　徳島市公式のFacebookに、英語
で、次の情報を定期的に発信し
た。
①徳島市での行政サービスに関す
　る情報
②徳島市のニュースやイベント等
　の情報
③徳島市国際交流員の活動に関す
　る情報
④災害や避難に関する情報
⑤その他、管理責任者が必要と認
　める情報
　【徳島市公式ＳＮＳへの投稿件
数：２件／週】

Ｂ

　取組目標である「在
住外国人等に対して、
生活情報やイベントに
関する情報を効果的に
伝える」を達成するた
めには、ＳＮＳだけで
なく、市公式ホーム
ページ内に開設した英
語ポータルサイトを充
実させることも重要で
ある。

総務課

11

行政サー
ビスにお
けるＬＩ
ＮＥ活用

⑴　先進自治体等の活用事例につ
　いて、調査・研究を行ったほ
　か、庁内アンケートを実施し、
　ＬＩＮＥを活用したサービスの
　導入を希望する所属と協議を行
　った。
　（デジタル推進課）
⑵　ＬＩＮＥの絞り込み配信につ
　いて、防災対策課から令和５年
　度の県補助金を活用した事業の
　提案があったため、実施を令和
　５年度にすることとした。
　（広報広聴課)
【ＬＩＮＥお友だち数：20,012
人】

Ｂ

⑴　ＬＩＮＥを活用し
　た行政サービスの導
　入に当たっては、市
　民等の利用が見込め
　るものとなっている
　必要がある。
　（デジタル推進課）
⑵　令和５年度は財源
　を確保した上で、確
　実に実施する必要が
　ある。
　（広報広聴課）

デジタル推進課、
広報広聴課

10
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取組内容

目標
No 取組項目 取組実績 担当課

自己
評価

改善・拡充策、
課題等

＜取組内容＞
⑴　行政手続における押印の
　見直しを進める。
⑵　電子申請が可能な行政手
　続を拡大するとともに、市
　民等に対して広報活動を推
　進する。
⑶　国がオンライン化を求め
　る、子育て関係・介護関係
　の26手続について、マイナ
　ポータルのぴったりサービ
　スからマイナンバーカード
　を用いたオンライン手続を
　推進する。さらに、申請さ
　れたデータを基幹系情報シ
　ステムとエンドトゥエンド
　でオンライン接続できるよ
　うにする。
⑷　消防法令における申請・
　届出等のうち、総務省が指
　定する19手続について、段
　階的に電子申請を導入す
　る。さらに、電子申請シス
　テムによる届出を正確及び
　迅速に処理するため、消防
　統計システムと連携させ
　る。

＜目標＞
⑴　行政手続における市民の
　負担を軽減し、利便性の向
　上を図る。
⑵　市民サービスの向上及び
　業務の効率化を図るととも
　に、新型コロナウイルス感
　染症の感染拡大防止にも寄
　与する。
⑶　市民がマイナンバーカー
　ドを保有するメリットを最
　大限享受できるようにす
　る。さらに、行政手続に係
　るバックオフィス業務等の
　一連の業務をより簡素化・
　効率化する。
⑷　市民等の利便性の向上や
　業務の効率化を図る。ま
　た、電子申請システムと消
　防統計システムを連携させ
　ることで、届出件数を段階
　的に向上させる。
【電子申請による受付件数
（児童手当）：30件】

12
行政手続
のオンラ
イン化

Ａ

⑴　各所属に対し、進捗状況の調
　査を行い、全体の86.6％に当た
　る2,017件の行政手続書類の押
　印を廃止した。
　（行財政経営課）
⑵　行政手続等の現状調査を定期
　的に実施し、電子申請ができる
　行政手続の拡大を図った。
　（デジタル推進課）
　　児童手当に関する電子申請の
　手続について、ホームページや
　広報紙への掲載により周知を行
　った。また、電子申請不可だ
　った児童手当の一部の手続きに
　ついて、電子申請の受付を開始
　した。このほか、児童扶養手当
　の現況届に関するお知らせをマ
　イナポータルにより送信した。
　（子育て支援課）
⑶　児童手当に関する各種手続に
　ついて、電子申請で申請を受け
　付けた。また、電子申請不可だ
　った児童手当の一部の手続きに
　ついて、電子申請の受付を開始
　した。このほか、児童扶養手当
　の現況届のお知らせについて、
　マイナポータルを活用して送信
　した。
　（子育て支援課）
　　当初の計画より少し遅れてで
　はあるが、ぴったりサービスの
　運用を開始した。
　（高齢介護課）
　　国の動向や他自治体の活用事
　例について、情報収集を行っ
　た。
　（デジタル推進課）
⑷　運用にあたり、職員の電子申
　請処理要領の習熟を行った。ま
　た、先進地事例の確認、研究を
　行った。
　（消防局予防課）
【電子申請による受付件数（児童
手当）：29件】

行財政経営課、
デジタル推進課、
子育て支援課、
高齢介護課、
消防局予防課

⑴　法律等で押印が義
　務付けられた行政手
　続（厳格な本人確認
　が必要なため。）に
　ついては、押印に代
　わる本人確認の代替
　手段の確保が課題と
　なっている。
　（行財政経営課）
⑵　引き続き、行政手
　続等の現状調査を定
　期的に実施し、電子
　申請ができる行政手
　続の拡大を図るとと
　もに、市民に向け、
　電子申請が可能な行
　政手続の周知・広報
　に取り組む必要があ
　る。
　（デジタル推進課）
⑶　ぴったりサービス
　（電子申請）の運用
　を開始したが、確認
　書類を別途、提出し
　なければならない等
　の課題がある。ま
　た、代理人申請に関
　しても、今後検討を
　行う必要がある。
　（高齢介護課）
⑷　電子申請が可能な
　届出の種類を増加さ
　せるとともに、積極
　的に広報を実施し市
　民の認知度を高める
　必要がある。消防統
　計システムを早期に
　導入し、電子申請シ
　ステムと連動させる
　ことで、職員の事務
　作業の削減・正確性
　の向上及び事務の効
　率化が必要である。
　また、国からの電子
　申請による書類の様
　式変更にも迅速に対
　応する必要がある。
　（消防局予防課）
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取組内容

目標
No 取組項目 取組実績 担当課

自己
評価

改善・拡充策、
課題等

＜取組内容＞
⑴　マイナンバーカードを利
　用した証明書のコンビニ交
　付を行う。
⑵　マイナンバーカードの利
　活用事例の情報収集及び各
　部局への情報提供や、市民
　等に対して広報活動を行
　う。

＜目標＞
　マイナンバーカードの普及
率の向上や新たな利活用を推
進し、利用者の利便性を向上
させる。
【コンビニでの証明書交付件
数：30,000件】

マイナン
バーカー
ドの普及
及び利用
促進

⑴　次の取組を実施し、証明書の
　コンビニ交付を周知した。
　①窓口でのマイナンバーカード
　　申請・交付時にサービス案内
　　のパンフレット配布
　②証明請求時にサービスを案内
　③記載台にらくらく窓口証明書
　　交付サービスのチラシを掲示
　④らくらく窓口証明書交付サー
　　ビスを実際に利用してもら
　　い、コンビニ交付に関する意
　　見を収集
　⑤郵送請求時に案内を同封
　⑥包括連携協定先に引き続きコ
　　ンビニ交付サービスの利便性
　　の周知を依頼
　（住民課）
⑵　マイナンバー制度担当者へ新
　年度の必要な手続等について周
　知・連絡を行ったほか、国等か
　ら提供された様々なマイナンバ
　ーカードの利活用方法について
　情報収集し、関係課へ情報提供
　や助言を行った。
　（デジタル推進課）
【コンビニでの証明書交付件数：
30,122件】

Ａ

⑴　郵送での戸籍の請
　求者に対しても、引
　き続きコンビニ交付
　サービスの周知を図
　る。
　（住民課）
⑵　情報提供した関係
　課において、新たな
　活用の導入に動ける
　人材や予算が不足し
　ていると感じる。
　（デジタル推進課）

住民課、
デジタル推進課

13
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取組内容

目標
No 取組項目 取組実績 担当課

自己
評価

改善・拡充策、
課題等

＜取組内容＞
⑴　市税、国民健康保険料、
　後期高齢者医療保険料、介
　護保険料、住宅使用料の納
　付において、キャッシュレ
　ス決済を推進する。
⑵　水道料金等の支払につい
　て、スマートフォン決済の
　各社のサービスについて、
　調査・研究を行い、サービ
　スを追加する。
⑶　路線バス運賃のデジタル
　チケット化や、ＱＲコード
　決済の普及促進など、バス
　運賃のキャッシュレス化・
　オンライン化を推進する。

＜目標＞
⑴　多様化する決済手段に対
　応し、市民の利便性の向上
　を図るとともに、業務の効
　率化を図る。
⑵　市民ニーズに合ったキャ
　ッシュレス決済の導入を進
　める。
⑶　利用者サービスの向上に
　より、路線バスの利用促進
　を図る。
【キャッシュレス納税比率：
37.8％】
【キャッシュレス決済比率(住
宅使用料):39％】
【スマートフォン決済のサー
ビス数（水道料金等）：２
社】
【市営バス（交通局）の料金
収入に占めるキャッシュレス
決済の割合：6.5％】

納税課、
保険年金課、
高齢介護課、
住宅課、
上下水道局お客さ
まセンター、
交通局、
地域交通課

14

キャッ
シュレス
決済の推
進

⑴　決算状況及び納付方法別実績
　表を作成し、過年度と比較する
　ことにより、次年度以降のキャ
　ッシュレス納付比率増に向けた
　方針を決定した。
　（納税課、保険年金課、高齢介
　護課）
　　新規入居者に口座振替を勧奨
　したことにより６割の世帯が口
　座振替に加入した。
　（住宅課）
⑵　スマートフォン決済の各社サ
　ービスについて調査・研究を行
　った。
　（上下水道局お客さまセン
　ター）
⑶　次の取組を実施し、キャッシ
　ュレス決済を推進した。
　①広報紙、交通局ホームペー
　　ジ、「とくしましばスん。」
　　公式ツイッター及びラッピン
　　グバス等を活用し、ＱＲコー
　　ド決済の利用とスマホ１日乗
　　車券利用をＰＲ
　②車内のＱＲコード決済用シー
　　ルを見やすいものに刷新
　③スマホ１日乗車券を含む乗車
　　券購入者を対象としたクイズ
　　ラリーを実施（「とくしまし
　　ばスん。」公式ツイッターな
　　どとリンクした企画）
　（交通局、地域交通課）
【キャッシュレス納税比率：
40.9%】
【キャッシュレス決済比率(住宅使
用料):42％】
【スマートフォン決済のサービス
数（水道料金等）：２社】
【市営バス（交通局）の料金収入
に占めるキャッシュレス決済の割
合：11.7％】

Ａ

⑴　次年度から導入さ
　れるＱＲコード（納
　税課のみ）による新
　たな納付方法を踏ま
　え、定期的に方針の
　見直しを行っていく
　必要がある。
　（納税課、保険年金
　課、高齢介護課）
　　入居者は高齢の方
　が多く、スマートフ
　ォン決済はうまく使
　用できないかもしれ
　ないので、口座振替
　を積極的に勧奨す
　る。
　（住宅課）
⑵　サービス拡充の課
　題点は明確なため、
　各自治体に調査を依
　頼し、結果を今後の
　方針等に反映させ、
　令和７年度にはサー
　ビス拡充が実施でき
　るよう研究を進めて
　いく。
　（上下水道局お客さ
　まセンター）
⑶　コロナ禍による日
　本全体での公共交通
　の利用者の減少傾向
　については、一定回
　復基調にあるもの
　の、いまだ令和元年
　度の水準には回復し
　ておらず、感染症対
　策としてのキャッシ
　ュレス決済の浸透に
　より一層の取り組み
　を行っていくこと
　で、安心・安全で快
　適な市民の移動手段
　として、利用者の回
　復・増加と路線網の
　維持につなげていく
　ことが大きな課題で
　ある。
（交通局、地域交通
課）
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取組内容

目標
No 取組項目 取組実績 担当課

自己
評価

改善・拡充策、
課題等

＜取組内容＞
　資源・ごみ分別アプリ「さ
んあ～る」を活用して、ごみ
に関する様々な情報を発信す
るとともに、徳島市ホーム
ページのＳＮＳや動画サイト
などを利用し、ごみの啓発に
つながる情報を発信し、アプ
リ機能等の拡充を図る。

＜目標＞
　適正なごみ出しやごみの分
別を促進する。
【アプリダウンロード数：
18,000件】

＜取組内容＞
　安心して子どもを生み、育
てられる環境づくりや妊娠・
出産期から切れ目のない支援
を行うため、ＩＣＴを活用し
て、母子健康手帳等の子育て
の記録や予防接種のスケ
ジュール管理等が効率的に行
うことができ、さらには本市
の子育てに関する情報を必要
な時に、必要な人に配信でき
る仕組みを構築する。

＜目標＞
・夫婦での子育て参加を促
し、家族の結びつきを深め
る。
・予防接種スケジュール管理
等の子育ての負担を軽減す
る。
【年間出生数に占める子育て
支援アプリ新規登録者数の割
合：40%】

＜取組内容＞
　国内外に向けて本市の観光
資源の魅力を発信紹介できる
多言語翻訳機能を有した観光
ポータルサイトを整備する。

＜目標＞
　本市を訪れる外国人観光客
を増加させるとともに、本市
の経済の活性化につなげる。
【徳島市公式観光サイト
「Fun!Fun!とくしま」のアク
セス件数（年間）：270,000
件】

＜取組内容＞
　徳島市中心部において、本
市独自の公衆無線ＬＡＮサー
ビス「TOKUSHIMA CITY Wi-
Fi」の利用可能エリアを拡大
するため、同一システムで利
用できる公衆無線ＬＡＮ環境
を、民間施設等へも拡張す
る。

＜目標＞
　訪日外国人をはじめとした
観光客やビジネス客、市民等
の利便性や満足度の向上を図
る。
【Ｗｉ－Ｆｉ認証数（アクセ
ス数）：328,000件】

徳島市公
衆無線Ｌ
ＡＮサー
ビスのエ
リア拡張

　次の取組を実施した。
①当該サービスの周知促進及びエ
　リア拡張
②満足度調査の実施
③安定した通信環境の運用
【Ｗｉ－Ｆｉ認証数（アクセス
数）：107,358件】

Ｂ にぎわい交流課

　令和４年度はアクセ
ス数が低迷していた
が、令和５年度以降
は、アフターコロナ及
び２０２５大阪万博に
向けてのインバウンド
回復により、アクセス
数の増加促進を図る。

観光ポー
タルサイ
ト活用に
よるイン
バウンド
対策

　観光ポータルサイトを活用し、
次の取組を実施した。
①継続的な観光情報の発信
②観光情報の充実
③徳島市の観光資源について、観
　光庁多言語解説整備支援事業を
　活用し、中国語ネイティブの解
　説文の掲載
④阿波おどり専用ページを作成
　し、多言語（英語、繁体字、簡
　体字、韓国語）の阿波おどりプ
　ロモーション動画を配信
【徳島市公式観光サイト
「Fun!Fun!とくしま」のアクセス
件数（年間）：481,558件】

Ａ

　令和５年度以降は２
０２５大阪・関西万博
等のインバウンド獲得
に向けて多言語翻訳を
活用した国内外への観
光資源の魅力発信を継
続していく。

にぎわい交流課

子育て支
援アプリ
の導入

　次の取組を実施し、アプリの周
知に努めた。
①関連施設へのポスター掲示（市
　役所本庁・ふれあい健康館・保
　育施設・地域子育て支援拠点施
　設）
②広報とくしまでの広報
③妊娠届出時・出生後の初回訪問
　時にアプリを説明してチラシ配
　布
④徳島市転入時（妊婦・乳幼児の
　保護者）にチラシ配布
【年間出生数に占める子育て支援
アプリ新規登録者数の割合：39%】

Ｂ

　妊娠届出時に、アプ
リの利便性等の説明を
し、利用促進に努めて
いるが、利用したくな
るような有意義な内容
となるよう、情報発信
をより良いものにして
いくことが課題であ
る。

子ども家庭総合支
援室

17

15

16

18

スマート
フォン等
を活用し
たごみの
適正排
出・分別
の啓発促
進

　アプリの情報やダウンロード方
法を次の場所に掲載したことで、
ダウンロード数が伸びた。
①通知文や分別指導チラシ
②転入世帯等に配布する「ごみ分
　別ガイド」
③毎年各家庭に配布する「家庭ご
　み収集日程表」
④広報紙やホームページ
　アプリの情報等を効果的に発信
　するために、ＳＮＳ等の利用に
　ついて検討を行った。
【アプリダウンロード数：22,148
件】

Ｓ

　ＳＮＳを利用した動
画等の利用について
は、世間の興味が時々
刻々と変化するツール
に対し、効果的な発信
方法を見極める必要が
ある。

環境政策課

8



取組内容

目標
No 取組項目 取組実績 担当課

自己
評価

改善・拡充策、
課題等

＜取組内容＞
・バスロケーションシステム
「とくしまバスＮａｖｉ　い
まドコなん」を普及拡大す
る。
・路線バス情報のオープン
データ化やデジタルサイネー
ジの導入によるバス情報の見
える化・デジタル化を推進す
る。

＜目標＞
　利用者サービスの向上によ
り、路線バスの利用促進を図
る。
【バスロケーションシステム
「とくしまバスＮａｖｉ　い
まドコなん」のアクセス件数
（年間）：2,600,000件】

＜取組内容＞
　市史編さん室が保管してい
る写真や史料文書、史料台帳
をデジタル化する。さらに、
徳島市史のデジタルアーカイ
ブとして、オープンデータで
も広く公開する。

＜目標＞
　市民や報道機関からの問い
合わせ等の対応が迅速化する
とともに、市民の利便性向上
に寄与する。

＜取組内容＞
・文書の作成・収受から保
存・廃棄までの文書ライフサ
イクルを一元管理できる文書
管理システムを導入する。
・ペーパーレス化及びテレ
ワークの推進に向け、電子決
裁システムを導入する。

＜目標＞
・文書事務の迅速化・共有
化・適正化を推進する。
・情報公開制度に係る事務を
効率化し、市民サービスの向
上を図る。

　次の取組を実施した。
①文書管理の現状と課題の整理
②文書管理システムの調査研究
③情報提供依頼の実施と導入に係
　る経費の見積り
④先進地事例の研究

Ｂ

　公文書管理法の趣旨
に沿った条例制定、文
書管理の実現のほか、
テレワークの推進、省
スペース化、公文書の
電子化には、文書管理
システムが必要となっ
てくる。
　県では「ペーパーレ
ス・文書管理検討会」
が不定期に開かれてお
り、国・県の動向に注
視する必要がある。

総務課

路線バス
のデジタ
ル化・バ
スロケー
ションシ
ステムの
普及

　次の取組を進め、バス利用者の
利便性向上やバスロケーションシ
ステムの普及拡大を図った。
①徳島駅前バスターミナルの各乗
　り場に設置したデジタルサイネ
　ージ（バスロケーションシステ
　ムと連動）の周知
②バス昼間割引回数券及び定期券
　にバスロケーションシステムの
　ＱＲコードを印刷
③広報紙やチラシ等でのバスロケ
　ーションシステムの周知・ＰＲ
　を掲載
④徳島市民生委員・児童委員協議
　会の場などにおいてバスロケー
　ションシステムのＰＲチラシを
　配布
⑤交通エコライフキャンペーン等
　のイベントにおいて、バスロケ
　ーションシステムの周知・ＰＲ
⑥バス停留所の一部にバスロケー
　ションシステム等のＱＲコード
　を表示した「しばスん」シール
　を貼付
⑦路線バス車両に乗降センサーを
　設置し、車内の混雑状況をバス
　ロケーションシステムにリアル
　タイムで表示
⑧ＬｏＧｏフォームを活用した定
　期券予約販売サービスを試験導
　入
【バスロケーションシステム「と
くしまバスＮａｖｉ　いまドコな
ん」のアクセス件数（年間）：
2,946,498件】

Ａ

　バスロケーションシ
ステムの普及拡大を更
に図っていく上では、
高齢者や観光客等、更
なるＰＲが必要な顧客
層に関しても認知度を
上げていく必要があ
る。
　また、キャッシュレ
ス決済やデジタルサイ
ネージによる情報提供
については、バス事業
者や運行区間などで提
供できるサービスに差
異があることや、情報
提供ツールとして優れ
ているデジタルサイ
ネージ端末の増設など
各種のハード、ソフト
面の整備については、
導入と維持にかかるコ
ストの問題もあり、コ
ロナ禍により公共交通
機関の経営体力が大き
く損なわれている中、
今後どのように財源を
確保しつつ費用対効果
に見合った更なる路線
バスのデジタル化を
図っていくのかが課題
である。

交通局、
地域交通課

21

20

取組方針３「行政運営の簡素化及び効率化の推進」

市史編さ
ん収集史
料のデジ
タル化

　次の取組を実施した。
①収蔵史料の移転準備・仮設書庫
　への移転
②仮設書庫に庁内ネットワークを
　敷設
③未処理の写真データを選別
④目録未整備の文書を整理し目録
　を作成
⑤未処理の史料台帳を分類
⑥一般公開データベースを検討
⑦デジタルアーカイブ公開先例の
　調査を実施

Ｂ

　デジタル化された史
料を含め、歴史的公文
書等の公開及び保存活
用について検討する必
要がある。
　また、庁内外に向け
て情報発信のためのガ
イドラインの作成を検
討する。

社会教育課（市史
編さん室）

文書管理
システム
及び電子
決裁シス
テムの導
入

19
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取組内容

目標
No 取組項目 取組実績 担当課

自己
評価

改善・拡充策、
課題等

＜取組内容＞
　電子契約システムの導入に
ついて、他の先進自治体の取
組事例の情報収集及び導入し
た場合の費用対効果や法規的
な面での検討を行う。

＜目標＞
・迅速な契約締結と事務作業
の効率化を図る。
・用紙の契約書を廃止するこ
とで、ペーパーレス化や郵送
料の削減に寄与する。
・契約相手方の郵送代や印紙
代などの経済的負担の軽減を
図る。

＜取組内容＞
　電子請求書システムの導入
について、他の先進自治体の
取組事例の情報収集や導入に
向けての検討を行う。

＜目標＞
・請求書処理に係る作業時間
を縮減し、業務の効率化・工
数削減を図る。
・書類の保管場所の省スペー
ス化やペーパーレス化に寄与
する。

＜取組内容＞
⑴　基幹系情報システムの安
　定稼働に努める。
⑵　国から標準化・共通化が
　義務付けられた20業務（住
　民記録、税、福祉等）につ
　いて、ＢＰＲによる業務改
　革を実施し、該当する情報
　システムを令和７年度末ま
　でに段階的に標準準拠シス
　テムに移行する。

＜目標＞
・標準準拠システムへの移行
を円滑に行い、市民サービス
の向上や業務の効率化を図
る。
・国が提供するガバメントク
ラウドを活用し、情報システ
ムの迅速な構築やデータ移
行・連携の容易性の向上、高
度なセキュリティ対策を図
る。

基幹系情
報システ
ムの安定
稼働及び
標準化・
共通化対
応

⑴　メインフレーム関連のベンダ
　ー及びシステム維持運用委託事
　業者との報告会の開催やメイン
　フレーム関連機器等の定期的な
　保守点検の実施などにより、基
　幹系情報システムの安定稼働に
　努めた。
⑵　標準準拠システムへの段階的
　な移行について、おおむね予定
　どおり取組を進めており、ＲＦ
　Ｉ、予算要求及び調達仕様書の
　作成などを行った。

Ａ

　実際の開発業務につ
いて多数のプロジェク
トマネジメントを同時
に実施するため、プロ
ジェクト間の調整及び
業務管理を徹底する必
要がある。

デジタル推進課

電子請求
書システ
ムの導入

　電子請求書システムの情報収集
や他の先進自治体の取組事例の情
報収集を行い、導入を検討した。
　また、実証実験の実施と結果の
考察を行った。

　電子請求書システム
の導入に当たり、業者
選定、各課への業務方
法の変更、電子請求書
を利用する業者への説
明等の周知を行う必要
がある。また、導入効
果を出すためには財務
会計システムとの連携
は必須である。

Ａ 会計課

電子契約
システム
の導入

　電子契約システムを導入してい
る自治体を調査した。
　現在、メインフレームの廃止に
向けて財務会計システム及び契約
管理システムの刷新を重要課題と
して進めている。

Ｂ

　契約管理システムを
刷新するに当たり、そ
の条件・仕様によって
導入できる電子契約シ
ステムがあるのかが不
明である。

契約監理課22

23

24
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取組内容

目標
No 取組項目 取組実績 担当課

自己
評価

改善・拡充策、
課題等

＜取組内容＞
⑴　ＡＩを活用できる業務に
　ついて調査・研究する。
⑵　保育所等ＡＩ入所選考シ
　ステムを利用して、保育所
　等の入所選考事務を行う。
⑶　ひとり親家庭に対する様
　々な支援制度がある中で育
　児や仕事で忙しい方でも必
　要な支援・サービスを確実
　に受けられるようにひとり
　親家庭からの各種相談や問
　い合わせにＡＩがチャット
　で24時間365日ワンストッ
　プで対応できる体制を構築
　する。

＜目標＞
⑴　市民の利便性向上や職員
　の事務の負担軽減を図る。
⑵　入所選考事務の正確性・
　平等性の確保や、事務の迅
　速化による市民サービスの
　向上を図るとともに、事務
　の効率化・適正化により、
　事務作業に要する時間を縮
　減する。
⑶　相談窓口の集約化、ワン
　ストップ窓口の相談強化の
　促進。ひとり親家庭の様々
　な問い合わせに24時間対応
　する。

＜取組内容＞
⑴　ＲＰＡの業務への活用に
　向けて調査・研究を行い、
　導入・運用につなげる。
⑵　ＲＰＡの運用事例の紹介
　や、ＲＰＡを使用体験でき
　る研修を実施する。

＜目標＞
・事務処理時間や職員の業務
負担を軽減する。
・事務処理時の作業ミスを軽
減する。
【ＲＰＡを適用した業務数：
３業務】
【ＲＰＡ研修の実施回数：１
回】

ＲＰＡの
活用推進

⑴　口座振込データ作成用のＲＰ
　Ａを作成し、全庁での利用を開
　始することで、安定して業務の
　運用を行うことができた。
　　また、会計課のＲＰＡの利用
　事例について検討会等で情報提
　供を行ったほか、会計事務への
　適用検討及び適用実施を随時行
　った。
　（会計課）
　　業務プロセス上の課題等に対
　して、ＲＰＡの活用を検討した
　ほか、ＲＰＡを使用した業務改
　革を希望する部署に操作方法・
　導入支援を行った。
　（デジタル推進課）
⑵　ＲＰＡの研修を実施したほ
　か、検討する他の部門の職員に
　対して随時ＲＰＡ情報の提供・
　使用体験を実施した（関係課へ
　導入の協力を行った）。
　（会計課）
　　実践活用のノウハウを庁内で
　共有した。
　（デジタル推進課）
【ＲＰＡを適用した業務数：３業
務】
【ＲＰＡ研修の実施回数：１回】

Ａ

　会計課における業務
のＲＰＡの適用につい
ては、職員が安全かつ
有効にＲＰＡを活用で
きるよう一定の運用
ルールのもと、システ
ムの役割や効果を理解
し、自らも開発・運用
が可能な体制を目指し
ている。そのため、職
員に対してＲＰＡに関
する知見の向上、利用
促進が必要不可欠であ
り、①ＲＰＡの開発手
法と業務プロセスの理
解を踏まえたＲＰＡの
業務への適用、②ＲＰ
Ａソフトウェアの維
持・運用の２点につい
て一定の水準を保つ必
要がある。
（会計課）
　導入に当たっては、
これらの補助事業を積
極的かつ効果的に活用
することが必要であ
る。また、コストを抑
えるためには、職員に
よる運用が必要とな
り、職員用の実技研修
やマニュアル、ルール
作りは欠かせないもの
となる。
（デジタル推進課）

会計課、
デジタル推進課

ＡＩの活
用推進

⑴　業務プロセス上の課題等に対
　して、ＡＩの活用を検討したほ
　か、各課がデモ若しくはテスト
　を希望するＡＩがあればソフト
　ウェアの利用環境の調整を行
　い、テストを支援した。
　　また、ＡＩによる費用対効果
　のモデルの作成検討を行った。
　（デジタル推進課）
⑵　保育所等ＡＩ入所選考システ
　ムによる入所選考を実施すると
　ともに、導入事業者と緊密に連
　携し、ＰＤＣＡサイクルに基づ
　く効果的・計画的な運用管理と
　併せて、適切な保守運用を実施
　した。
　（子ども保育課）
⑶　ひとり親家庭支援ＡＩチャッ
　トボットの導入に向け、事業者
　を選定し、システムの構築を行
　う等計画どおりに取組を行うこ
　とができた。令和５年度から本
　格稼働する準備が整った。
　（子ども家庭総合支援室）

Ａ

⑴　ＡＩツールは日々
　進化しており、サー
　ビスも次々に開発さ
　れている。本市の事
　業に適合し、スムー
　ズに導入と改善が実
　施できる製品の見極
　めが課題である。
　（デジタル推進課）
⑵　今後においても、
　システムを安定的に
　運用し、また、適切
　に管理していくた
　め、ＰＤＣＡサイク
　ルに基づく運用管理
　を実施していくとと
　もに、導入事業者と
　緊密に連携して適切
　な保守運用を継続し
　ていく必要がある。
　（子ども保育課）
⑶　各年度ごとに制度
　改定やリンク切れな
　ど回答の内容の更新
　や修正をスムーズに
　行う必要がある。
　（子ども家庭総合支
　援室）

デジタル推進課、
子ども保育課、
子ども家庭総合支
援室

25

26
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取組内容

目標
No 取組項目 取組実績 担当課

自己
評価

改善・拡充策、
課題等

＜取組内容＞
　他自治体や事業者等との会
議や打合せにおいて、ウェブ
会議の利用を推進するととも
に、更なる活用に向けた環境
整備を行う。

＜目標＞
・自席等から会議に参加する
ことで、移動に要していた交
通費等のコスト削減や時間の
有効利用を図る。
・対面での会議を避けること
で、新型コロナウイルス感染
症の感染拡大防止に寄与す
る。

＜取組内容＞
　座席のレイアウトを設定せ
ず、どの場所でも仕事ができ
るように、庁内無線ＬＡＮを
導入する。

＜目標＞
・行政組織改正時等の執務室
のレイアウト変更や人事異動
時の作業を円滑にする。
・庁内の職場スペースの有効
利用及び作業の効率化を図
る。
・会議にパソコン等を持ち込
むことで、会議資料を原則不
要にするなど、ペーパーレス
化を図る。

＜取組内容＞
　会議等において、無線ＬＡ
Ｎやタブレット端末を活用し
たペーパーレス会議システム
を導入する。

＜目標＞
・ペーパーレス化による用紙
代や印刷代、印刷に係る人件
費を削減する。
・最新の一元化された資料を
検索でき、必要書類の受け取
りや保管等の利便性を向上さ
せる。
・資料の差し替えや会議通知
等を一斉に送付するなど、情
報伝達の迅速化を図る。
【会議用タブレット端末数：
25台】

庁内無線
ＬＡＮの
導入

　世界的な半導体不足等による機
器の導入遅延等によりスケジュー
ルに遅れは生じたものの、年度内
に３つのフロアに無線ＬＡＮ環境
を整備することができた。
（今年度は本庁舎６・８・13階で
運用を開始）

Ａ

　今後についても、世
界的な半導体不足の影
響等により、機器の価
格高騰や納期の大幅な
遅れなどの影響を引き
続き受ける可能性があ
る。

デジタル推進課

ウェブ会
議の利用
推進

　利用マニュアルを分かりやすく
改善することや、新たなインター
ネット接続環境での安定的な運用
に努めた結果、利用に関する問い
合わせが減り、かつ利用者を増や
すことができた。

Ｓ

　新たな通信環境下に
おいても、複数の職員
の同時利用による通信
混雑時を見据えた対応
について、調査及び検
討が必要である。

デジタル推進課

29

28

27

ペーパー
レス会議
システム
の導入

　ペーパーレス会議システムを導
入することで、会議資料を共有
し、資料の差し替え、情報伝達の
迅速化を図ることができた。
　また、資料を検索できる等、会
議の運用における利便性が向上し
た。
【会議用タブレット端末数：25
台】

Ａ

　ペーパーレス会議シ
ステムに係る経費を超
えるほどの経費削減
（用紙や印刷代、印刷
等資料準備に係る人件
費など）を実現するに
は、ペーパーレス会議
の開催頻度の増加や利
用者の拡大が必須であ
る。

デジタル推進課

12



取組内容

目標
No 取組項目 取組実績 担当課

自己
評価

改善・拡充策、
課題等

＜取組内容＞
　テレワークを活用して、時
間や場所を有効に活用できる
柔軟な働き方を推進する。

＜目標＞
　テレワークの導入により、
新たな生活様式を踏まえた公
務職場における働き方改革の
推進を図る。
【週１日以上終日在宅で就業
する職員がいる所属数：６
課】

＜取組内容＞
　休暇や時間外勤務等を管理
する庶務事務システムを稼働
する。

＜目標＞
・休暇・時間外勤務等の申請
から決裁までを電子化するこ
とにより、事務量の軽減を図
る。
・庶務事務システムに登録し
た勤務実績等を人事給与シス
テムと連携することにより、
事務処理を効率化する。

＜取組内容＞
・行政計画に頻繁に利用され
る歩行者通行量について、特
異日等に左右されない、ス
マートフォンのＧＰＳ機能を
活用した人流測定システムに
よる検証を推進する。
・人流が関係する各種施策の
発案・検討等に活用できるよ
う、人流測定システムの利用
を促進する。
・中心市街地活性化基本計画
の目標指標として、定期的な
測定を行う。

＜目標＞
・人流が関係する各種施策の
検証等に活用することで、事
業内容等の適正化を図る。
・数値的な根拠・目安を持っ
た政策立案を推進する。
【人流測定システムの利用申
請数：３件】

人流測定
システム
の活用

・徳島市中心市街地活性化基本計
画推進本部において、人流測定シ
ステム「Datawise Area
Marketer」の積極的な活用に関す
る周知を行った。
・利用方法やシステム概要を、グ
ループウェアにおいて周知した。
・具体的な活用事例を示すため、
徳島市中心市街地活性化基本計画
のフォローアップを行うに当た
り、成果指標である「歩行者通行
量調査」に本システムを用いるな
どして活用した。
【人流測定システムの利用申請
数：４件】

Ｓ

・積極的に活用に関す
る周知を行うととも
に、それぞれの事業内
容に沿った本システム
での調査をコーディネ
イトできるように新た
な機能の利用方法やシ
ステム概要を熟知し、
効果的な進行管理を
行っていく必要があ
る。
・本システム利用時に
数値の誤差が大きい地
点がある問題が見受け
られたため、今後はシ
ステム提供先と情報交
換を行う等により連携
してシステムの数値の
精度を向上させるよう
協議を進めていく必要
がある。

企画政策課

30

32

31

テレワー
クの推進

　実証実験による効果の検証等を
行い、本格運用に向けた検討を
行った。
（人事課）
　テレワークシステム提供事業者
からのアンケート調査に回答した
ほか、テレワークを実施する職員
のパソコン設定を行った。また、
その他のテレワークシステムに関
する情報の収集及び提供等を行っ
た。
（デジタル推進課）
【週１日以上終日在宅で就業する
職員がいる所属数：８課】

Ａ

　現在、暫定的に運用
している在宅勤務制度
の実施状況も踏まえな
がら、導入により市民
サービスに影響が生じ
ないよう、対象職場の
設定や実施方法等を慎
重に検討していく必要
がある。
（人事課）
　現在は無償で提供さ
れた全国共通のソフト
ウェアで運用している
が、今後負担金が発生
するかどうか不明であ
る。
　また、障害が発生し
た場合の対応が難しい
ため、緊急時の連絡手
段をあらかじめ整備し
ておく必要がある。
（デジタル推進課）

人事課、
デジタル推進課

庶務事務
システム
の稼働

　システムの本稼働に向け、運用
テストを継続して実施し、課題等
の検証を引き続き行った。

　運用面の十分な検証
を行うとともに、必要
な見直しを図る。
　また、全ての職員に
対して研修を行い、シ
ステム操作の習熟度の
向上を図る必要があ
る。
　さらに、システムを
活用していく上で、
ネットワークのつな
がっていない職場やシ
ステム対応端末の配置
台数の少ない所属を含
めての統一的な運用が
課題となっている。

Ｂ 人事課
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取組内容

目標
No 取組項目 取組実績 担当課

自己
評価

改善・拡充策、
課題等

＜取組内容＞
　火災・救急・予防等の情報
をシステム管理として、ペー
パーレス化を図るとともに、
情報端末による更新・閲覧・
出力ができるようにする。

＜目標＞
・ 火災・救急・予防等の情報
の強靱化・ＢＣＰ強化を図
る。
・ 情報セキュリティ上の機密
性、完全性及び可用性を確保
するとともに、火災・救急・
予防等の情報を一元管理す
る。

＜取組内容＞
　市独自の農地台帳システム
から全国一元的な農地情報公
開システム※に完全移行す
る。
（※令和４年４月から農業委
員会サポートシステムに名称
変更）

＜目標＞
　農地情報公開システムでの
情報開示を進め、農地利用の
最適化に向けた活用を図る。

＜取組内容＞
⑴　情報セキュリティ監査を
　導入する。また、専門知識
　を有した第三者機関による
　監査を検討する。
⑵　情報セキュリティ研修や
　訓練を実施する。
⑶　情報セキュリティインシ
　デント発生時の職員体制を
　構築する。

＜目標＞
・情報セキュリティ上の問題
点を把握し、改善につなげ
る。また、外部監査により、
監査の客観性や公平性を確保
する。
・職員の情報セキュリティ意
識の向上を図る。
・インシデント発生時の被害
の局限化と迅速な復旧を図
る。
・外部への情報漏えい事故を
ゼロにする。
【情報セキュリティ訓練の実
施回数：２回】

情報セ
キュリ
ティ対策
の徹底

⑴　内部監査項目について、国の
　ガイドラインを参考とし、本市
　案を作成するとともに、他自治
　体の取組状況など情報を収集し
　た。
⑵　次の取組を実施した。
　①職員向けセキュリティ研修
　②情報セキュリティe-ラーニン
　　グ研修
　③情報セキュリティメール訓練
　④情報セキュリティ机上訓練
⑶　情報セキュリティポリシーの
　改定に向け、総務省のガイドラ
　イや他自治体の改定状況の確認
　・研究を行い、改定案の作成・
　検討を行った。
【情報セキュリティ訓練の実施回
数：２回】

Ａ

　標的型攻撃メール等
の訓練を実施している
が、サイバー攻撃やウ
イルス等は複雑化・巧
妙化してきており、現
状の対応だけでは十分
であるとは言えない状
況である。
　また、メールの誤送
信やＵＳＢメモリの紛
失など、セキュリティ
ソフトやファイア
ウォールといったシス
テム的な対応だけでは
防ぎ切れない場合もあ
り、職員のより一層の
情報セキュリティ意識
の向上が不可欠であ
る。

デジタル推進課

農地情報
公開シス
テムへの
完全移行

　農家世帯情報の紙台帳との照合
を行うとともに、農地利用状況調
査結果の入力や農地情報の更新を
実施し、新システムのデータの最
新化を進めることができた。

Ａ

　農家世帯情報の照合
作業については、紙台
帳が大量にあり、完了
までに相当の期間を要
するが、新システムの
精度を高めるため、今
後、作業を計画的に進
めていく必要がある。

農業委員会事務局

　救急統計システムの運用を行っ
た。国や県への報告も迅速に対応
しており、特に、新型コロナウイ
ルス感染症患者の搬送状況等につ
いても迅速、的確に集計を実施し
た。職員間においては、随時研修
を行った。
（消防局警防課）
　先進地事例の確認、研究を行っ
た。令和６年度の予算要求に向け
た詳細機能の検討を行った。
（消防局予防課）

Ａ

　システム利用料金が
継続して必要であるた
め、予算確保が課題で
ある。
（消防局警防課）
　消防統計システムの
導入により、約12,000
件にも及ぶ防火対象物
のデータ管理が可能と
なり、情報管理上の脆
弱性が大幅に改善され
るとともに、電子申請
システムと連動させる
ことで、予防事務作業
量の削減及び事務効率
の向上を図る。
（消防局予防課）

消防局警防課、
消防局予防課

35

34

取組方針４「ＤＸ推進体制の整備」

33
消防統計
システム
の導入
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取組内容

目標
No 取組項目 取組実績 担当課

自己
評価

改善・拡充策、
課題等

＜取組内容＞
・徳島市ＩＣＴ部門の業務継
続計画（ＩＣＴ－ＢＣＰ）に
基づき、大規模災害時におい
て、初動対応として、情報シ
ステムや情報インフラの早期
復旧を行い、優先業務が継続
可能な体制を確保する。
・平時から職員向けの研修や
訓練を実施するとともに、実
効性を確保するために、適宜
計画の見直しを図る。

＜目標＞
大規模災害の発生時に、情報
システムや情報インフラの早
期復旧を行い、優先業務を継
続できるようにする。

＜取組内容＞
⑴　ＣＩＯ（最高情報統括責
　任者）の取組を専門的知見
　から支援・助言するＣＩＯ
　補佐官の設置等について、
　外部のデジタル人材を活用
　する。
⑵　ＤＸ推進に向けて、民間
　企業等で培った豊富な知識
　と経験を持つデジタル人材
　の継続的な確保を図る。
⑶　ＤＸ推進のための人材育
　成に取り組む。

＜目標＞
・庁内のデジタルリテラシー
向上の裾野を広げるととも
に、底上げも図ることで、全
庁的なＤＸ推進体制の強化に
寄与する。
・職員採用試験において、民
間企業等職務経験者（ＤＸ）
区分の職員採用試験を実施
し、民間企業等で培った豊富
な知識と経験を持つデジタル
人材の継続的な確保を図る。
【民間企業等職務経験者（Ｄ
Ｘ）累計採用者数：２人】

デジタル
人材の確
保・育成

⑴　ＣＩＯ補佐官の設置等につい
　て、他自治体の導入事例等の調
　査・研究を行った。
　（デジタル推進課）
⑵　他都市における採用試験の実
　施方法等について適宜の方法に
　より調査したほか、徳島市職員
　採用試験委員会において、採用
　試験の実施方法等について審議
　した。
　　また、職員採用試験を実施
　し、令和５年４月に民間企業等
　職務経験者（ＤＸ）1人を採用
　した。
　（人事課）
⑶　地方公共団体情報システム機
　構の研修を実施した。
　　また、高度化するデジタル技
　術に対応するため、デジタル推
　進課職員に対し、次の内容につ
　いて重点的に研修を実施した。
　①行政のデジタル化
　②ＤＸシステムの開発・導入技
　　術
　③情報セキュリティ
　④プロジェクトマネジメント
　⑤クラウド管理
　（デジタル推進課）
【民間企業等職務経験者（ＤＸ）
累計採用者数：２人】

Ａ

　自治体向けのデジタ
ル人材育成に向けて研
修教材も徐々に開発さ
れていることから、
様々な職員のレベルに
応じて、本市のカリ
キュラム作りを進める
必要がある。
（デジタル推進課）
　デジタル人材の確保
については、民間企業
や他自治体との人材獲
得競争が激化している
状況を踏まえ、本市の
魅力発信等による受験
者数の増加に向けた取
組を実施していく必要
がある。
（人事課）

デジタル推進課、
人事課

ＩＣＴ部
門の業務
継続計画
（ＩＣＴ
－ＢＣ
Ｐ）の運

用

　各課で取り扱う情報システムの
運用管理情報を調査し、緊急時の
運用管理体制等が記載された「情
報システム管理シート」の取りま
とめを行い、ＩＣＴ－ＢＣＰを策
定した。

Ａ

　ＩＣＴ－ＢＣＰの策
定後の運用や計画につ
いて、職員研修や訓練
の実施など具体的な取
組を検討する必要があ
る。

デジタル推進課

37

36
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